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本号で公布された条例のあらまし 

 
◇栃木県県税条例の一部改正（栃木県条例第21号） 

 地方税法の一部改正に伴い、次のとおり改正することとしました。 

１ ガス供給業のうち導管ガス供給業以外の事業に係る法人事業税の課税方式を次のとおり見直すこととしま  

した。（第54条、第56条及び第58条関係） 

 ⑴ ガス供給業のうち特定ガス供給業に係る法人事業税について、収入割額、付加価値割額及び資本割額の  

合算額により課することとしました。 

 ⑵ ガス供給業のうち導管ガス供給業及び特定ガス供給業以外のものに係る法人事業税について、資本金の  

額又は出資金の額（以下「資本金」という。）１億円超の普通法人にあっては付加価値割額、資本割額及  

び所得割額の合算額により、資本金１億円以下の普通法人等にあっては所得割額により、それぞれ課する  

こととしました。 

２ 所要の規定の整備をすることとしました。 

３ 施行期日等 

 ⑴ この条例は、令和４（2022）年４月１日から施行することとしました。 

 ⑵ 所要の経過措置を規定することとしました。 



（2） 号外第26号令和４（2022）年３月31日　木曜日 栃 木 県 公 報
条
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栃
木
県
条
例
第

2
1
号

 

 
 

 
 
栃
木
県
県
税
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例

 

栃
木

県
県

税
条

例
（

平
成

1
7
年

栃
木

県
条

例
第

５
号

）
の

一
部

を
次

の
よ

う
に

改
正

す
る

。
 

 
 

次
の

表
の

改
正

前
の

欄
に

掲
げ

る
規

定
を

同
表

の
改

正
後

の
欄

に
掲

げ
る

規
定

に
下

線
で

示
す

よ
う

に
改

正
す

る
。

 

改
 

 
 

正
 

 
 

後
 

改
 

 
 

正
 

 
 

前
 

（
事

業
税

の
納

税
義

務
者

等
）

 

第
5
4
条

 
法

人
の

行
う

事
業

に
対

す
る

事
業

税
は

、
法

人
の

行
う

事
業

に
対

し
、

次
の

各
号

に
掲

げ
る

事
業

の
区

分
に

応
じ

、
当

該
各

号
に

定
め

る
額

に
よ

り
、

そ
の

法
人

に
課

す
る

。
 

(
1
)
ｱ
次

号
か

ら
第

４
号

ま
で

に
掲

げ
る

事
業

以
外

の
事

業
 

次
に

掲
げ

る
法

人
の

区

分
に

応
じ

、
そ

れ
ぞ

れ
次

に
定

め
る

額
 

ア
 

略
 

イ
 

法
第

7
2
条

の
４

第
１

項
各

号
（

事
業

税
の

非
課

税
の

範
囲

）
に

掲
げ

る
法

人
、

法
第

7
2
条

の
５

第
１

項
各

号
（

法
人

の
事

業
税

の
非

課
税

所
得

等
の

範

囲
）

に
掲

げ
る

法
人

、
法

第
7
2
条

の
2
4
の

７
第

７
項

各
号

（
法

人
の

事
業

税
の

標
準

税
率

等
）

に
掲

げ
る

法
人

、
第

３
項

の
規

定
に

よ
り

法
人

と
み

な
さ

れ
る

も
の

、
第

４
項

の
規

定
に

よ
り

法
人

と
み

な
さ

れ
る

も
の

、
投

資
信

託
及

び
投

資
法

人
に

関
す

る
法

律
（

昭
和

2
6
年

法
律

第
1
9
8
号

）
第

２
条

第
1
2
項

（
定

義
）

に
規

定
す

る
投

資
法

人
、

資
産

の
流

動
化

に
関

す
る

法
律

（
平

成
1
0
年

法

律
第

1
0
5
号

）
第

２
条

第
３

項
（

定
義

）
に

規
定

す
る

特
定

目
的

会
社

並
び

に

一
般

社
団

法
人

（
非

営
利

型
法

人
に

該
当

す
る

も
の

を
除

く
。

）
及

び
一

般
財

団
法

人
（

非
営

利
型

法
人

に
該

当
す

る
も

の
を

除
く

。
）

並
び

に
こ

れ
ら

の
法

人
以

外
の

法
人

で
資

本
金

の
額

若
し

く
は

出
資

金
の

額
が

１
億

円
以

下
の

も
の

又
は

資
本

若
し

く
は

出
資

を
有

し
な

い
も

の
 

所
得

割
額

 

(
2
)
ｱ
電

気
供

給
業

（
次

号
に

掲
げ

る
事

業
を

除
く

。
）

、
ガ

ス
供

給
業

の
う

ち
ガ

ス

（
事

業
税

の
納

税
義

務
者

等
）

 

第
5
4
条

 
法

人
の

行
う

事
業

に
対

す
る

事
業

税
は

、
法

人
の

行
う

事
業

に
対

し
、

次
の

各
号

に
掲

げ
る

事
業

の
区

分
に

応
じ

、
当

該
各

号
に

定
め

る
額

に
よ

り
、

そ
の

法
人

に
課

す
る

。
 

(
1
)
ｱ
次

号
及

び
第

３
号

ま
で

に
掲

げ
る

事
業

以
外

の
事

業
 

次
に

掲
げ

る
法

人
の

区

分
に

応
じ

、
そ

れ
ぞ

れ
次

に
定

め
る

額
 

ア
 

略
 

イ
 

法
第

7
2
条

の
４

第
１

項
各

号
（

事
業

税
の

非
課

税
の

範
囲

）
に

掲
げ

る
法

人
、

法
第

7
2
条

の
５

第
１

項
各

号
（

法
人

の
事

業
税

の
非

課
税

所
得

等
の

範

囲
）

に
掲

げ
る

法
人

、
法

第
7
2
条

の
2
4
の

７
第

６
項

各
号

（
法

人
の

事
業

税
の

標
準

税
率

等
）

に
掲

げ
る

法
人

、
第

３
項

の
規

定
に

よ
り

法
人

と
み

な
さ

れ
る

も
の

、
第

４
項

の
規

定
に

よ
り

法
人

と
み

な
さ

れ
る

も
の

、
投

資
信

託
及

び
投

資
法

人
に

関
す

る
法

律
（

昭
和

2
6
年

法
律

第
1
9
8
号

）
第

２
条

第
1
2
項

（
定

義
）

に
規

定
す

る
投

資
法

人
、

資
産

の
流

動
化

に
関

す
る

法
律

（
平

成
1
0
年

法

律
第

1
0
5
号

）
第

２
条

第
３

項
（

定
義

）
に

規
定

す
る

特
定

目
的

会
社

並
び

に

一
般

社
団

法
人

（
非

営
利

型
法

人
に

該
当

す
る

も
の

を
除

く
。

）
及

び
一

般
財

団
法

人
（

非
営

利
型

法
人

に
該

当
す

る
も

の
を

除
く

。
）

並
び

に
こ

れ
ら

の
法

人
以

外
の

法
人

で
資

本
金

の
額

若
し

く
は

出
資

金
の

額
が

１
億

円
以

下
の

も
の

又
は

資
本

若
し

く
は

出
資

を
有

し
な

い
も

の
 

所
得

割
額

 

(
2
)
ｱ
電

気
供

給
業

（
次

号
に

掲
げ

る
事

業
を

除
く

。
）

、
ガ

ス
供

給
業

（
 

 
ガ

ス
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  
0
0
 
 

事
業

法
（

昭
和

2
9
年

法
律

第
5
1
号

）
第

２
条

第
５

項
（

定
義

）
に

規
定

す
る

一
般

ガ
ス

導
管

事
業

及
び

同
条

第
７

項
に

規
定

す
る

特
定

ガ
ス

導
管

事
業

（
第

４
号

及

び
第

5
6
条

に
お

い
て

「
導

管
ガ

ス
供

給
業

」
と

い
う

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

。
）

、
保

険
業

並

び
に

貿
易

保
険

業
 

収
入

割
額

 

(
3
)
ｱ
略

 

(
4
)
ｱ
ガ

ス
供

給
業

の
う

ち
、

ガ
ス

事
業

法
第

２
条

第
1
0
項

に
規

定
す

る
ガ

ス
製

造
事

業
者

（
同

法
第

5
4
条

の
２

（
兼

業
の

制
限

）
に

規
定

す
る

特
別

一
般

ガ
ス

導
管

事

業
者

に
係

る
同

法
第

3
8
条

第
２

項
第

４
号

（
許

可
証

）
の

供
給

区
域

内
に

お
い

て

ガ
ス

製
造

事
業

（
同

法
第

２
条

第
９

項
に

規
定

す
る

ガ
ス

製
造

事
業

を
い

う
。

）

を
行

う
者

に
限

る
。

）
が

行
う

も
の

（
導

管
ガ

ス
供

給
業

を
除

く
。

第
5
6
条

第
１

項
及

び
第

４
項

に
お

い
て

「
特

定
ガ

ス
供

給
業

」
と

い
う

。
）

ア
収

入
割

額
、

付

加
価

値
割

額
及

び
資

本
割

額
の

合
算

額
 

２
～

４
 
略

 

 

（
法

人
の

事
業

税
の

税
率

）
 

第
5
6
条

 
法

人
の

行
う

事
業

（
電

気
供

給
業

、
ガ

ス
供

給
業

（
導

管
ガ

ス
供

給
業

及
び

特
定

ガ
ス

供
給

業
に

限
る

。
）

、
保

険
業

及
び

貿
易

保
険

業
を

除
く

。
第

５
項

に
お

い
て

同
じ

。
）

に
対

す
る

事
業

税
の

額
は

、
次

の
各

号
に

掲
げ

る
法

人
の

区
分

に
応

じ
、

そ
れ

ぞ
れ

当
該

各
号

に
定

め
る

金
額

と
す

る
。

 

(
1
)
ｱ
第
5
4
条

第
１

項
第

１
号

ア
に

掲
げ

る
法

人
 

次
に

掲
げ

る
金

額
の

合
計

額
 

ア
・

イ
 

略
 

ウ
 

各
事

業
年

度
の

所
得

に
1
0
0
分

の
１

を
乗

じ
て

得
た

金
額

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

 

各
事

業
年

度
の

所
得

の
う

ち
年

4
0
0
万

円
以

下
の

金
額

 
1
0
0
分

の
0
.
4
 

各
事

業
年

度
の

所
得

の
う

ち
年

4
0
0
万

円
を

超
え

年
8
0
0
万

円
以

下
の

金
額

 

1
0
0
分

の
0
.
7
 

各
事

業
年

度
の

所
得

の
う

ち
年

8
0
0
万

円
を

超
え

る
金

額
 

1
0
0
分

の
1
 

 
 

事
業

法
（

昭
和

2
9
年

法
律

第
5
1
号

）
第

２
条

第
５

項
（

定
義

）
に

規
定

す
る

一
般

ガ
ス

導
管

事
業

及
び

同
条

第
７

項
に

規
定

す
る

特
定

ガ
ス

導
管

事
業

以
外

の
も

の

の
う

ち
、

同
条

第
1
0
項

に
規

定
す

る
ガ

ス
製

造
事

業
者

及
び

電
気

事
業

法
等

の
一

部
を

改
正

す
る

等
の

法
律

（
平

成
2
7
年

法
律

第
4
7
号

）
附

則
第

2
2
条

第
１

項
（

旧

一
般

ガ
ス

み
な

し
ガ

ス
小

売
事

業
者

の
供

給
義

務
等

）
に

規
定

す
る

旧
一

般
ガ

ス

み
な

し
ガ

ス
小

売
事

業
者

（
同

項
の

義
務

を
負

う
者

に
限

る
。

）
以

外
の

者
が

行

う
も

の
を

除
く

。
第

5
6
条

第
１

項
及

び
第

２
項

に
お

い
て

同
じ

。
）

、
保

険
業

及

び
 

貿
易

保
険

業
 

収
入

割
額

 

(
3
)
ｱ
略

 

(
4
)
ｱ
 

ガ
ス

供
給

業
の

う
ち

、
ガ

ス
事

業
法

第
２

条
第

1
0
項

に
規

定
す

る
ガ

ス
製

造

事
業

者
（

同
法

第
5
4
条

の
２

に
規

定
す

る
特

別
一

般
ガ

ス
導

管
事

業
者

に
係

る

同
法

第
3
8
条

第
２

項
第

４
号

の
供

給
区

域
内

に
お

い
て

ガ
ス

製
造

事
業

（
同

法

第
２

条
第

９
項

に
規

定
す

る
ガ

ス
製

造
事

業
を

い
う

。
）

を
行

う
も

の
に

限

る
。

）
が

行
う

も
の

（
導

管
ガ

ス
供

給
業

を
除

く
。

第
5
6
条

第
４

項
に

お
い

て

「
特

定
ガ

ス
供

給
業

」
と

い
う

。
）

 
収

入
割

額
、

付
加

価
値

割
額

及
び

資
本

割
額

の
合

算
額

 

２
～

４
 

略
 

 

（
法

人
の

事
業

税
の

税
率

）
 

第
5
6
条

 
法

人
の

行
う

事
業

（
電

気
供

給
業

、
ガ

ス
供

給
業

（
導

管
ガ

ス
供

給
業

及
び

特
定

ガ
ス

供
給

業
に

限
る

。
）

、
保

険
業

及
び

貿
易

保
険

業
を

除
く

。
第

４
項

に
お

い
て

同
じ

。
）

に
対

す
る

事
業

税
の

額
は

、
次

の
各

号
に

掲
げ

る
法

人
の

区
分

に
応

じ
、

そ
れ

ぞ
れ

当
該

各
号

に
定

め
る

金
額

と
す

る
。

 

(
1
)
ｱ
第

5
4
条

第
１

項
第

１
号

ア
に

掲
げ

る
法

人
 

次
に

掲
げ

る
金

額
の

合
計

額
 

ア
・

イ
 

略
 

ウ
 

次
の

表
の

左
欄

に
掲

げ
る

金
額

の
区

分
に

よ
り

各
事

業
年

度
の

所
得

を
区

分

し
、

当
該

区
分

に
応

ず
る

同
表

の
右

欄
に

掲
げ

る
率

を
乗

じ
て

計
算

し
た

金
額

を
合

計
し

た
金

額
 

各
事

業
年

度
の

所
得

の
う

ち
年

4
0
0
万

円
以

下
の

金
額

 
1
0
0
分

の
0
.
4
 

 
 

 
 

各
事

業
年

度
の

所
得

の
う

ち
年

4
0
0
万

円
を

超
え

年
8
0
0
万

円
以

下
の

金
額

 

1
0
0
分

の
0
.
7
 

各
事

業
年

度
の

所
得

の
う

ち
年

8
0
0
万

円
を

超
え

る
金

額
 

1
0
0
分

の
１

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  
 
 

      

栃
木
県
県
税
条
例
の
一
部
を
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る
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を
こ
こ
に
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令
和
４
年
３
月

3
1
日

 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
栃
木
県
知
事

 
 
福

 
 
田

 
 
富

 
 
一

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  
 
 

      

栃
木
県
県
税
条
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一
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る
条
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公
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年
３
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0
0
 
 

事
業

法
（

昭
和

2
9
年

法
律

第
5
1
号

）
第

２
条

第
５

項
（

定
義

）
に

規
定

す
る

一
般

ガ
ス

導
管

事
業

及
び

同
条

第
７

項
に

規
定

す
る

特
定

ガ
ス

導
管

事
業

（
第

４
号

及

び
第

5
6
条

に
お

い
て

「
導

管
ガ

ス
供

給
業

」
と

い
う

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

。
）

、
保

険
業

並

び
に

貿
易

保
険

業
 

収
入

割
額

 

(
3
)
ｱ
略

 

(
4
)
ｱ
ガ

ス
供

給
業

の
う

ち
、

ガ
ス

事
業

法
第

２
条

第
1
0
項

に
規

定
す

る
ガ

ス
製

造
事

業
者

（
同

法
第

5
4
条

の
２

（
兼

業
の

制
限

）
に

規
定

す
る

特
別

一
般

ガ
ス

導
管

事

業
者

に
係

る
同

法
第

3
8
条

第
２

項
第

４
号

（
許

可
証

）
の

供
給

区
域

内
に

お
い

て

ガ
ス

製
造

事
業

（
同

法
第

２
条

第
９

項
に

規
定

す
る

ガ
ス

製
造

事
業

を
い

う
。

）

を
行

う
者

に
限

る
。

）
が

行
う

も
の

（
導

管
ガ

ス
供

給
業

を
除

く
。

第
5
6
条

第
１

項
及

び
第

４
項

に
お

い
て

「
特

定
ガ

ス
供

給
業

」
と

い
う

。
）

ア
収

入
割

額
、

付

加
価

値
割

額
及

び
資

本
割

額
の

合
算

額
 

２
～

４
 

略
 

 

（
法

人
の

事
業

税
の

税
率

）
 

第
5
6
条

 
法

人
の

行
う

事
業

（
電

気
供

給
業

、
ガ

ス
供

給
業

（
導

管
ガ

ス
供

給
業

及
び

特
定

ガ
ス

供
給

業
に

限
る

。
）

、
保

険
業

及
び

貿
易

保
険

業
を

除
く

。
第

５
項

に
お

い
て

同
じ

。
）

に
対

す
る

事
業

税
の

額
は

、
次

の
各

号
に

掲
げ

る
法

人
の

区
分

に
応

じ
、

そ
れ

ぞ
れ

当
該

各
号

に
定

め
る

金
額

と
す

る
。

 

(
1
)
ｱ
第

5
4
条

第
１

項
第

１
号

ア
に

掲
げ

る
法

人
 

次
に

掲
げ

る
金

額
の

合
計

額
 

ア
・

イ
 

略
 

ウ
 

各
事

業
年

度
の

所
得

に
1
0
0
分

の
１

を
乗

じ
て

得
た

金
額

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

あ
あ

 

各
事

業
年

度
の

所
得

の
う

ち
年

4
0
0
万

円
以

下
の

金
額

 
1
0
0
分

の
0
.
4
 

各
事

業
年

度
の

所
得

の
う

ち
年

4
0
0
万

円
を

超
え

年
8
0
0
万

円
以

下
の

金
額

 

1
0
0
分

の
0
.
7
 

各
事

業
年

度
の

所
得

の
う

ち
年

8
0
0
万

円
を

超
え

る
金

額
 

1
0
0
分

の
1
 

 
 

事
業

法
（

昭
和

2
9
年

法
律

第
5
1
号

）
第

２
条

第
５

項
（

定
義

）
に

規
定

す
る

一
般

ガ
ス

導
管

事
業

及
び

同
条

第
７

項
に

規
定

す
る

特
定

ガ
ス

導
管

事
業

以
外

の
も

の

の
う

ち
、

同
条

第
1
0
項

に
規

定
す

る
ガ

ス
製

造
事

業
者

及
び

電
気

事
業

法
等

の
一

部
を

改
正

す
る

等
の

法
律

（
平

成
2
7
年

法
律

第
4
7
号

）
附

則
第

2
2
条

第
１

項
（

旧

一
般

ガ
ス

み
な

し
ガ

ス
小

売
事

業
者

の
供

給
義

務
等

）
に

規
定

す
る

旧
一

般
ガ

ス

み
な

し
ガ

ス
小

売
事

業
者

（
同

項
の

義
務

を
負

う
者

に
限

る
。

）
以

外
の

者
が

行

う
も

の
を

除
く

。
第

5
6
条

第
１

項
及

び
第

２
項

に
お

い
て

同
じ

。
）

、
保

険
業

及

び
 

貿
易

保
険

業
 

収
入

割
額

 

(
3
)
ｱ
略

 

(
4
)
ｱ
 

ガ
ス

供
給

業
の

う
ち

、
ガ

ス
事

業
法

第
２

条
第

1
0
項

に
規

定
す

る
ガ

ス
製

造

事
業

者
（

同
法

第
5
4
条

の
２

に
規

定
す

る
特

別
一

般
ガ

ス
導

管
事

業
者

に
係

る

同
法

第
3
8
条

第
２

項
第

４
号

の
供

給
区

域
内

に
お

い
て

ガ
ス

製
造

事
業

（
同

法

第
２

条
第

９
項

に
規

定
す

る
ガ

ス
製

造
事

業
を

い
う

。
）

を
行

う
も

の
に

限

る
。

）
が

行
う

も
の

（
導

管
ガ

ス
供

給
業

を
除

く
。

第
5
6
条

第
４

項
に

お
い

て

「
特

定
ガ

ス
供

給
業

」
と

い
う

。
）

 
収

入
割

額
、

付
加

価
値

割
額

及
び

資
本

割
額

の
合

算
額

 

２
～

４
 

略
 

 

（
法

人
の

事
業

税
の

税
率

）
 

第
5
6
条

 
法

人
の

行
う

事
業

（
電

気
供

給
業

、
ガ

ス
供

給
業

（
導

管
ガ

ス
供

給
業

及
び

特
定

ガ
ス

供
給

業
に

限
る

。
）

、
保

険
業

及
び

貿
易

保
険

業
を

除
く

。
第

４
項

に
お

い
て

同
じ

。
）

に
対

す
る

事
業

税
の

額
は

、
次

の
各

号
に

掲
げ

る
法

人
の

区
分

に
応

じ
、

そ
れ

ぞ
れ

当
該

各
号

に
定

め
る

金
額

と
す

る
。

 

(
1
)
ｱ
第

5
4
条

第
１

項
第

１
号

ア
に

掲
げ

る
法

人
 

次
に

掲
げ

る
金

額
の

合
計

額
 

ア
・

イ
 

略
 

ウ
 

次
の

表
の

左
欄

に
掲

げ
る

金
額

の
区

分
に

よ
り

各
事

業
年

度
の

所
得

を
区

分

し
、

当
該

区
分

に
応

ず
る

同
表

の
右

欄
に

掲
げ

る
率

を
乗

じ
て

計
算

し
た

金
額

を
合

計
し

た
金

額
 

各
事

業
年

度
の

所
得

の
う

ち
年

4
0
0
万

円
以

下
の

金
額

 
1
0
0
分

の
0
.
4
 

 
 

 
 

各
事

業
年

度
の

所
得

の
う

ち
年

4
0
0
万

円
を

超
え

年
8
0
0
万

円
以

下
の

金
額

 

1
0
0
分

の
0
.
7
 

各
事

業
年

度
の

所
得

の
う

ち
年

8
0
0
万

円
を

超
え

る
金

額
 

1
0
0
分

の
１

 

 
 

(
2
)
・

(
3
)
 

略
 

２
 

電
気

供
給

業
（

小
売

電
気

事
業

等
、

発
電

事
業

等
及

び
特

定
卸

供
給

事
業

を
除

く
。

）
、

導
管

ガ
ス

供
給

業
、

保
険

業
及

び
貿

易
保

険
業

に
対

す
る

事
業

税
の

額

は
、

各
事

業
年

度
の

収
入

金
額

に
1
0
0
分

の
１

を
乗

じ
て

得
た

金
額

と
す

る
。

 

３
 

略
 

４
 

特
定

ガ
ス

供
給

業
に

対
す

る
事

業
税

の
額

は
、

次
に

掲
げ

る
金

額
の

合
計

額
と

す

る
。

 

(
1
)
ｱ
各

事
業

年
度

の
収

入
金

額
に

1
0
0
分

の
0
.
4
8
を

乗
じ

て
得

た
金

額
 

(
2
)
ｱ
各

事
業

年
度

の
付

加
価

値
額

に
1
0
0
分

の
0
.
7
7
を

乗
じ

て
得

た
金

額
 

(
3
)
ｱ
各

事
業

年
度

の
資

本
金

等
の

額
に

1
0
0
分

の
0
.
3
2
を

乗
じ

て
得

た
金

額
 

５
 

他
の

２
以

上
の

都
道

府
県

に
お

い
て

も
事

務
所

又
は

事
業

所
を

設
け

て
事

業
を

行

う
法

人
で

資
本

金
の

額
又

は
出

資
金

の
額

が
1
,
0
0
0
万

円
以

上
の

も
の

（
第

5
4
条

第

１
項

第
１

号
ア

に
掲

げ
る

法
人

を
除

く
。

）
が

行
う

事
業

に
対

す
る

事
業

税
の

額

は
、

第
１

項
の

規
定

に
か

か
わ

ら
ず

、
次

の
各

号
に

掲
げ

る
法

人
の

区
分

に
応

じ
、

当
該

各
号

に
定

め
る

金
額

と
す

る
。

 

(
1
)
ｱ
第

5
4
条

第
１

項
第

１
号

ア
に

掲
げ

る
法

人
 

次
に

掲
げ

る
金

額
の

合
計

額
 

ア
 

各
事

業
年

度
の

付
加

価
値

額
に

ｱ
1
0
0
分

の
ｱ
1
.
2
を

乗
じ

て
得

た
金

額
 

イ
 

各
事

業
年

度
の

資
本

金
等

の
額

に
ｱ
1
0
0
分

の
ｱ
0
.
5
を

乗
じ

て
得

た
金

額
 

ウ
 

各
事

業
年

度
の

所
得

に
ｱ
1
0
0
分

の
１

を
乗

じ
て

得
た

金
額

 

(
1
)
ｱ
略

 

(
2
)
ｱ
特

別
法

人
以

外
の

法
人

 
各

事
業

年
度

の
所

得
に

1
0
0
分

の
７

を
乗

じ
て

得
た

金
額

 

 

（
法

人
の

事
業

税
の

申
告

納
付

）
 

第
5
8
条

 
事

業
税

の
納

税
義

務
が

あ
る

法
人

（
第

5
4
条

第
４

項
の

規
定

に
よ

り
法

人
と

み
な

さ
れ

る
者

を
含

む
。

第
6
0
条

に
お

い
て

同
じ

。
）

は
、

各
事

業
年

度
に

係
る

所

得
割

等
（

第
5
4
条

第
１

項
第

１
号

ア
に

掲
げ

る
法

人
の

付
加

価
値

割
、

資
本

割
及

び

所
得

割
又

は
同

号
イ

に
掲

げ
る

法
人

の
所

得
割

を
い

う
。

）
又

は
収

入
割

等
（

同
項

第
２

号
に

掲
げ

る
事

業
を

行
う

法
人

の
収

入
割

、
同

項
第

３
号

ア
に

掲
げ

る
法

人
若

し
く

は
同

項
第

４
号

に
掲

げ
る

事
業

を
行

う
法

人
の

収
入

割
、

付
加

価
値

割
及

び
資

本
割

又
は

同
項

第
３

号
イ

に
掲

げ
る

法
人

の
収

入
割

及
び

所
得

割
を

い
う

。
）

を
法

第
7
2
条

の
2
5
（

中
間

申
告

を
要

し
な

い
法

人
の

事
業

税
の

申
告

納
付

）
、

第
7
2
条

の

2
6
（

事
業

年
度

の
期

間
が

６
月

を
超

え
る

法
人

等
の

中
間

申
告

納
付

）
、

第
7
2
条

の

2
8
（

中
間

申
告

を
要

す
る

法
人

の
確

定
申

告
納

付
）

及
び

第
7
2
条

の
2
9
（

清
算

中
の

(
2
)
・

(
3
)
 

略
 

２
 

電
気

供
給

業
（

小
売

電
気

事
業

等
、

発
電

事
業

等
及

び
特

定
卸

供
給

事
業

を
除

く
。

）
、

ガ
ス

供
給

業
 

 
、

保
険

業
及

び
貿

易
保

険
業

に
対

す
る

事
業

税
の

額

は
、

各
事

業
年

度
の

収
入

金
額

に
1
0
0
分

の
１

を
乗

じ
て

得
た

金
額

と
す

る
。

 

３
 

略
 

４
 

特
定

ガ
ス

供
給

業
に

対
す

る
事

業
税

の
額

は
、

次
に

掲
げ

る
金

額
の

合
計

額
と

す

る
。

 

ア
 

各
事

業
年

度
の

収
入

金
額

に
ｱ
1
0
0
分

の
0
.
4
8
を

乗
じ

て
得

た
金

額
 

イ
 

各
事

業
年

度
の

付
加

価
値

額
に

1
0
0
分

の
0
.
7
7
を

乗
じ

て
得

た
金

額
 

ウ
 

各
事

業
年

度
の

資
本

金
等

の
額

に
1
0
0
分

の
0
.
3
2
を

乗
じ

て
得

た
金

額
 

４
 

他
の

２
以

上
の

都
道

府
県

に
お

い
て

も
事

務
所

又
は

事
業

所
を

設
け

て
事

業
を

行

う
法

人
で

資
本

金
の

額
又

は
出

資
金

の
額

が
1
,
0
0
0
万

円
以

上
の

も
の

（
第

5
4
条

第

１
項

第
１

号
ア

に
掲

げ
る

法
人

を
除

く
。

）
が

行
う

事
業

に
対

す
る

事
業

税
の

額

は
、

第
１

項
の

規
定

に
か

か
わ

ら
ず

、
次

の
各

号
に

掲
げ

る
法

人
の

区
分

に
応

じ
、

当
該

各
号

に
定

め
る

金
額

と
す

る
。

 

(
1
)
ｱ
第

5
4
条

第
１

項
第

１
号

ア
に

掲
げ

る
法

人
 

次
に

掲
げ

る
金

額
の

合
計

額
 

ア
 

各
事

業
年

度
の

付
加

価
値

額
に

1
0
0
分

の
1
.
2
を

乗
じ

て
得

た
金

額
 

イ
 

各
事

業
年

度
の

資
本

金
等

の
額

に
1
0
0
分

の
0
.
5
を

乗
じ

て
得

た
金

額
 

ウ
 

各
事

業
年

度
の

所
得

に
1
0
0
分

の
１

を
乗

じ
て

得
た

金
額

 

(
2
)
ｱ
略

 

(
3
)
ｱ
そ

の
他

 
 

 
の

法
人

 
各

事
業

年
度

の
所

得
に

1
0
0
分

の
７

を
乗

じ
て

得
た

金
額

 

 

（
法

人
の

事
業

税
の

申
告

納
付

）
 

第
5
8
条

 
事

業
税

の
納

税
義

務
が

あ
る

法
人

（
第

5
4
条

第
４

項
の

規
定

に
よ

り
法

人
と

み
な

さ
れ

る
者

を
含

む
。

第
6
0
条

に
お

い
て

同
じ

。
）

は
、

各
事

業
年

度
に

係
る

所

得
割

等
（

第
5
4
条

第
１

項
第

１
号

ア
に

掲
げ

る
法

人
の

付
加

価
値

割
、

資
本

割
及

び

所
得

割
又

は
同

号
イ

に
掲

げ
る

法
人

の
所

得
割

を
い

う
。

）
又

は
収

入
割

等
（

同
項

第
２

号
に

掲
げ

る
事

業
を

行
う

法
人

の
収

入
割

、
同

項
第

３
号

ア
に

掲
げ

る
法

人
若

し
く

は
同

項
第

４
号

に
掲

げ
る

事
業

を
行

う
法

人
の

収
入

割
、

付
加

価
値

割
及

び
資

本
割

又
は

同
号

イ
 

 
 

に
掲

げ
る

法
人

の
収

入
割

及
び

所
得

割
を

い
う

。
）

を
法

第
7
2
条

の
2
5
（

中
間

申
告

を
要

し
な

い
法

人
の

事
業

税
の

申
告

納
付

）
、

第
7
2
条

の

2
6
（

事
業

年
度

の
期

間
が

６
月

を
超

え
る

法
人

等
の

中
間

申
告

納
付

）
、

第
7
2
条

の

2
8
（

中
間

申
告

を
要

す
る

法
人

の
確

定
申

告
納

付
）

及
び

第
7
2
条

の
2
9
（

清
算

中
の
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(
2
)
・

(
3
)
 

略
 

２
 

電
気

供
給

業
（

小
売

電
気

事
業

等
、

発
電

事
業

等
及

び
特

定
卸

供
給

事
業

を
除

く
。

）
、

導
管

ガ
ス

供
給

業
、

保
険

業
及

び
貿

易
保

険
業

に
対

す
る

事
業

税
の

額

は
、

各
事

業
年

度
の

収
入

金
額

に
1
0
0
分

の
１

を
乗

じ
て

得
た

金
額

と
す

る
。

 

３
 

略
 

４
 

特
定

ガ
ス

供
給

業
に

対
す

る
事

業
税

の
額

は
、

次
に

掲
げ

る
金

額
の

合
計

額
と

す

る
。

 

(
1
)
ｱ
各

事
業

年
度

の
収

入
金

額
に

1
0
0
分

の
0
.
4
8
を

乗
じ

て
得

た
金

額
 

(
2
)
ｱ
各

事
業

年
度

の
付

加
価

値
額

に
1
0
0
分

の
0
.
7
7
を

乗
じ

て
得

た
金

額
 

(
3
)
ｱ
各

事
業

年
度

の
資

本
金

等
の

額
に

1
0
0
分

の
0
.
3
2
を

乗
じ

て
得

た
金

額
 

５
 

他
の

２
以

上
の

都
道

府
県

に
お

い
て

も
事

務
所

又
は

事
業

所
を

設
け

て
事

業
を

行

う
法

人
で

資
本

金
の

額
又

は
出

資
金

の
額

が
1
,
0
0
0
万

円
以

上
の

も
の

（
第

5
4
条

第

１
項

第
１

号
ア

に
掲

げ
る

法
人

を
除

く
。

）
が

行
う

事
業

に
対

す
る

事
業

税
の

額

は
、

第
１

項
の

規
定

に
か

か
わ

ら
ず

、
次

の
各

号
に

掲
げ

る
法

人
の

区
分

に
応

じ
、

当
該

各
号

に
定

め
る

金
額

と
す

る
。

 

(
1
)
ｱ
第

5
4
条

第
１

項
第

１
号

ア
に

掲
げ

る
法

人
 

次
に

掲
げ

る
金

額
の

合
計

額
 

ア
 

各
事

業
年

度
の

付
加

価
値

額
に

ｱ
1
0
0
分

の
ｱ
1
.
2
を

乗
じ

て
得

た
金

額
 

イ
 

各
事

業
年

度
の

資
本

金
等

の
額

に
ｱ
1
0
0
分

の
ｱ
0
.
5
を

乗
じ

て
得

た
金

額
 

ウ
 

各
事

業
年

度
の

所
得

に
ｱ
1
0
0
分

の
１

を
乗

じ
て

得
た

金
額

 

(
1
)
ｱ
略

 

(
2
)
ｱ
特

別
法

人
以

外
の

法
人

 
各

事
業

年
度

の
所

得
に

1
0
0
分

の
７

を
乗

じ
て

得
た

金
額

 

 

（
法

人
の

事
業

税
の

申
告

納
付

）
 

第
5
8
条

 
事

業
税

の
納

税
義

務
が

あ
る

法
人

（
第

5
4
条

第
４

項
の

規
定

に
よ

り
法

人
と

み
な

さ
れ

る
者

を
含

む
。

第
6
0
条

に
お

い
て

同
じ

。
）

は
、

各
事

業
年

度
に

係
る

所

得
割

等
（

第
5
4
条

第
１

項
第

１
号

ア
に

掲
げ

る
法

人
の

付
加

価
値

割
、

資
本

割
及

び

所
得

割
又

は
同

号
イ

に
掲

げ
る

法
人

の
所

得
割

を
い

う
。

）
又

は
収

入
割

等
（

同
項

第
２

号
に

掲
げ

る
事

業
を

行
う

法
人

の
収

入
割

、
同

項
第

３
号

ア
に

掲
げ

る
法

人
若

し
く

は
同

項
第

４
号

に
掲

げ
る

事
業

を
行

う
法

人
の

収
入

割
、

付
加

価
値

割
及

び
資

本
割

又
は

同
項

第
３

号
イ

に
掲

げ
る

法
人

の
収

入
割

及
び

所
得

割
を

い
う

。
）

を
法

第
7
2
条

の
2
5
（

中
間

申
告

を
要

し
な

い
法

人
の

事
業

税
の

申
告

納
付

）
、

第
7
2
条

の

2
6
（

事
業

年
度

の
期

間
が

６
月

を
超

え
る

法
人

等
の

中
間

申
告

納
付

）
、

第
7
2
条

の

2
8
（

中
間

申
告

を
要

す
る

法
人

の
確

定
申

告
納

付
）

及
び

第
7
2
条

の
2
9
（

清
算

中
の

(
2
)
・

(
3
)
 

略
 

２
 

電
気

供
給

業
（

小
売

電
気

事
業

等
、

発
電

事
業

等
及

び
特

定
卸

供
給

事
業

を
除

く
。

）
、

ガ
ス

供
給

業
 

 
、

保
険

業
及

び
貿

易
保

険
業

に
対

す
る

事
業

税
の

額

は
、

各
事

業
年

度
の

収
入

金
額

に
1
0
0
分

の
１

を
乗

じ
て

得
た

金
額

と
す

る
。

 

３
 

略
 

４
 

特
定

ガ
ス

供
給

業
に

対
す

る
事

業
税

の
額

は
、

次
に

掲
げ

る
金

額
の

合
計

額
と

す

る
。

 

ア
 

各
事

業
年

度
の

収
入

金
額

に
ｱ
1
0
0
分

の
0
.
4
8
を

乗
じ

て
得

た
金

額
 

イ
 

各
事

業
年

度
の

付
加

価
値

額
に

1
0
0
分

の
0
.
7
7
を

乗
じ

て
得

た
金

額
 

ウ
 

各
事

業
年

度
の

資
本

金
等

の
額

に
1
0
0
分

の
0
.
3
2
を

乗
じ

て
得

た
金

額
 

４
 

他
の

２
以

上
の

都
道

府
県

に
お

い
て

も
事

務
所

又
は

事
業

所
を

設
け

て
事

業
を

行

う
法

人
で

資
本

金
の

額
又

は
出

資
金

の
額

が
1
,
0
0
0
万

円
以

上
の

も
の

（
第

5
4
条

第

１
項

第
１

号
ア

に
掲

げ
る

法
人

を
除

く
。

）
が

行
う

事
業

に
対

す
る

事
業

税
の

額

は
、

第
１

項
の

規
定

に
か

か
わ

ら
ず

、
次

の
各

号
に

掲
げ

る
法

人
の

区
分

に
応

じ
、

当
該

各
号

に
定

め
る

金
額

と
す

る
。

 

(
1
)
ｱ
第

5
4
条

第
１

項
第

１
号

ア
に

掲
げ

る
法

人
 

次
に

掲
げ

る
金

額
の

合
計

額
 

ア
 

各
事

業
年

度
の

付
加

価
値

額
に

1
0
0
分

の
1
.
2
を

乗
じ

て
得

た
金

額
 

イ
 

各
事

業
年

度
の

資
本

金
等

の
額

に
1
0
0
分

の
0
.
5
を

乗
じ

て
得

た
金

額
 

ウ
 

各
事

業
年

度
の

所
得

に
1
0
0
分

の
１

を
乗

じ
て

得
た

金
額

 

(
2
)
ｱ
略

 

(
3
)
ｱ
そ

の
他

 
 

 
の

法
人

 
各

事
業

年
度

の
所

得
に

1
0
0
分

の
７

を
乗

じ
て

得
た

金
額

 

 

（
法

人
の

事
業

税
の

申
告

納
付

）
 

第
5
8
条

 
事

業
税

の
納

税
義

務
が

あ
る

法
人

（
第

5
4
条

第
４

項
の

規
定

に
よ

り
法

人
と

み
な

さ
れ

る
者

を
含

む
。

第
6
0
条

に
お

い
て

同
じ

。
）

は
、

各
事

業
年

度
に

係
る

所

得
割

等
（

第
5
4
条

第
１

項
第

１
号

ア
に

掲
げ

る
法

人
の

付
加

価
値

割
、

資
本

割
及

び

所
得

割
又

は
同

号
イ

に
掲

げ
る

法
人

の
所

得
割

を
い

う
。

）
又

は
収

入
割

等
（

同
項

第
２

号
に

掲
げ

る
事

業
を

行
う

法
人

の
収

入
割

、
同

項
第

３
号

ア
に

掲
げ

る
法

人
若

し
く

は
同

項
第

４
号

に
掲

げ
る

事
業

を
行

う
法

人
の

収
入

割
、

付
加

価
値

割
及

び
資

本
割

又
は

同
号

イ
 

 
 

に
掲

げ
る

法
人

の
収

入
割

及
び

所
得

割
を

い
う

。
）

を
法

第
7
2
条

の
2
5
（

中
間

申
告

を
要

し
な

い
法

人
の

事
業

税
の

申
告

納
付

）
、

第
7
2
条

の

2
6
（

事
業

年
度

の
期

間
が

６
月

を
超

え
る

法
人

等
の

中
間

申
告

納
付

）
、

第
7
2
条

の

2
8
（

中
間

申
告

を
要

す
る

法
人

の
確

定
申

告
納

付
）

及
び

第
7
2
条

の
2
9
（

清
算

中
の

附
 
則

 

 
 

（
施

行
期

日
）

 

 
１

 
こ

の
条

例
は

、
令

和
４

年
４

月
１

日
か

ら
施

行
す

る
。

 

 
 

（
法

人
の

事
業

税
に

関
す

る
経

過
措

置
）

 

 
２

 
改

正
後

の
第

5
4
条

第
１

項
、

第
5
6
条

第
１

項
及

び
第

5
8
条

並
び

に
附

則
第

2
4
条

の
規

定
は

、
こ

の
条

例
の

施
行

の
日

以
後

に
開

始
す

る
事

業
年

度
に

係
る

法
人

の
事

業
税

に
 

 

つ
い

て
適

用
し

、
同

日
前

に
開

始
し

た
事

業
年

度
に

係
る

法
人

の
事

業
税

に
つ

い
て

は
、

な
お

従
前

の
例

に
よ

る
。

 

 
 

（
こ

の
条

例
の

失
効

）
 

 
３

 
こ

の
条

例
の

規
定

は
、

地
方

税
法

等
の

一
部

を
改

正
す

る
法

律
（

令
和

４
年

法
律

第
あ

あ
あ

号
）

が
成

立
し

な
い

と
き

、
そ

の
他

同
法

第
１

条
の

規
定

に
よ

る
改

正
後

の
地

 
 

方
税

法
（

昭
和

2
5
年

法
律

第
2
2
6
号

）
の

規
定

の
内

容
が

当
該

規
定

に
対

応
す

る
改

正
後

の
栃

木
県

県
税

条
例

の
規

定
の

内
容

と
異

な
る

こ
と

と
な

る
と

き
は

、
そ

の
限

り
に

 
 

お
い

て
そ

の
効

力
を

失
う

。
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

（
税

務
課

）
 

 
 

法
人

の
各

事
業

年
度

の
申

告
納

付
）

に
定

め
る

と
こ

ろ
に

よ
り

、
申

告
書

に
計

算
書

等
の

書
類

を
添

付
し

て
こ

れ
を

知
事

に
提

出
し

、
及

び
そ

の
申

告
に

係
る

税
金

を
納

付
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

  
 

 
附

 
則

 

（
法

人
の

事
業

税
の

税
率

の
特

例
）

 

第
2
4
条

 
租

税
特

別
措

置
法

第
6
8
条

第
１

項
（

特
定

の
協

同
組

合
等

の
法

人
税

率
の

特

例
）

の
規

定
に

該
当

す
る

法
人

の
同

項
の

規
定

に
該

当
す

る
各

事
業

年
度

に
係

る
所

得
割

に
つ

い
て

は
、

第
5
6
条

第
１

項
第

２
号

中
「

 

  
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

「
 

  
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 

     
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

」
 

同
条

第
５

項
第

１
号

中
「

1
0
0
分

の
4
.
9
」

と
あ

る
の

は
「

1
0
0
分

の
4
.
9
（

各
事

業
年

度
の

所
得

の
う

ち
年

1
0
億

円
を

超
え

る
金

額
に

つ
い

て
は

、
1
0
0
分

の

5
.
7
）
」

と
す

る
。

 

法
人

の
各

事
業

年
度

の
申

告
納

付
）

に
定

め
る

と
こ

ろ
に

よ
り

、
申

告
書

に
計

算
書

等
の

書
類

を
添

付
し

て
こ

れ
を

知
事

に
提

出
し

、
及

び
そ

の
申
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（
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４
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定
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よ
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が
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す
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な
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